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お 知 ら せ 募 集
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情 報 ひ ろ ば
今 月 の

国民年金は
60 歳以降も加入できます

問 国保年金課　☎ 21-1753
　　　　　　FAX 20-3562

01

資源物の集団回収に報償金

■ 対象 自治会や子ども会、PTA、高齢者団体など
■ 回収物 家庭から出る資源物（古紙・缶・瓶・廃油）
■ 報償金 １キログラム当たり４円、廃油は１リットル
　当たり 30 円
■ 申込 事前に「資源物集団回収登録申込書」を環境
　業務課へ提出

■ 対象 国民年金保険料を納付していない期間があり、
　老齢基礎年金の繰り上げ支給を受けていない人
■ 持参 ①年 齢 の 分 かるもの②預 金 通 帳③印 鑑
　（金融機関へ届け出しているもの）
■ 納付方法 口座振替

環境業務課　☎ 21-1762
　　　　　　FAX 21-1686

02

問

松くい虫防除薬剤散布

ヘリコプターによる薬剤の空中散布を行います。
当日は近隣の交通規制を実施します。
■ 期間 ５月上旬～６月上旬の４日間、5:00～9:00
　（前日に巡回車で広報。雨天・強風の場合は順延）
■ 場所 KIRISHIMA ヤマザクラ宮崎県総合公園～
　佐土原クリーンパークの海岸松林

03

森林水産課　☎ 21-1919　FAX 31-2855
佐土原総合支所 農林水産課　☎ 73-1114　FAX72-2941問

中心市街地への出店を支援

■ 対象 中心市街地の通りに面した空き店舗に、起業・
　創業などで出店する人
■ 補助金 店舗改装費および開店広告費の２分の１
　（限度額 30 万円）
■ 申込 随時受け付け（ただし予算に達し次第終了）。
　事前に申請条件を相談

商業労政課　☎21-1792　FAX28-6572
宮崎商工会議所　☎ 22-2161　FAX24-2000

05

問

中小企業への経営資金融資

経営安定や設備投資などに必要な運転資金・設備資
金を融資します。
■ 内容 金利を 0.1％引き下げ、信用保証料の一部ま
　たは全部を補助
■ 条件 市税に滞納がないなど
■ 申込 取扱金融機関

商業労政課　☎21-1792
　　　　　　  FAX 28-6572

04

問

宮崎市 DV 防止・
被害者支援計画策定

配偶者などからの暴力（ドメスティック・バイオレン
ス）防止に向け、被害者からの相談対応や自立支援
などを行っています。
■ 電話相談
　宮崎市男女共同参画センター　☎25-2057
　宮崎市女性相談室（女性のみ）　☎21-1779

問

06

文化・市民活動課　☎21-1835　FAX20-1564
子育て支援課　☎21-1765　FAX27-0752

はかりの定期検査08

問 生活安全課　☎ 21-1751
　　　　　　FAX 24-8117

建築物の耐震診断・改修の補助

今年度から空き家（木造住宅）も対象になりました。
■ 対象 昭和 56 年５月 31 日以前に建築された建築物
■ 受付期間 ６月１日（木）～６月９日（金）
■ 申込 建築指導課で受け付け。
　多いときは抽選

問 建築指導課　☎ 21-1813
　　　　　　FAX 21-1815

07ごみ集積所ボックス設置補助

■ 対象団体 市自治会連合会に加入している自治会、
　資源物集団回収に登録している団体
■ 補助対象 ごみ集積所ボックス、資源物集団回収
　用保管倉庫（設置条件あり）
■ 申込 事前申請が必要
■ 交付金額 用地購入費を
　除く設置費用の一部

問 環境業務課　☎ 21-1762
　　　　　　FAX 21-1686

09

法律で２年に１回の検査が義務付けられています。
■ 対象 大淀川以南（高岡町域を含む）にある事業所
■ 期間 ５月 15 日（月）～６月２日（金）
■ 検査場所 市ホームページに掲載
■ 料金 はかりの種類、数により異なる

資源物集団回収用
保管倉庫

世帯数

5 世帯以上

10 世帯以上

20 世帯以上

40 世帯以上

 

上限額

20，000円

40，000円

70，000円

100，000円

100，000円

交付割合

３分の２以内

木
造
住
宅

55戸

15戸

5戸

1棟

―

0.7
未満のもの

0.7～1.0
未満のもの

0.7
未満のもの

―

5万4千円

75万円

50万円

45万円

150万円特定
建築物※

※建築物の耐震改修の促進に関する法律に規定する大規模建築物

耐震診断

耐震改修工事

段階的改修工事

耐震診断

補助内容 予定
件数

補助
限度額

耐震診断士
による耐震
診断の評点
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